
 
平成２５年７月２４日 
株式会社 中国銀行 

 
国内初の世界銀行日経平均株価連動デジタルクーポン円建債券の販売について 

 
 当行では、世界銀行（国際復興開発銀行）が発行する日経平均株価連動デジタルクーポン円建債券の

公募売出しを平成２５年７月２５日より金融商品仲介業務で取扱いいたします。日本の投資家向け世界

銀行の日経平均株価連動デジタルクーポン円建債券の発行は、国内で初の取扱いとなります。 
 
１．売出期間 
平成２５年７月２５日（木）から平成２５年８月１日（木） 
 

２．委託金融商品取引業者 
  中銀証券株式会社 
 
３．販売形態 
金融商品仲介口座による窓口での販売 
 

４．取扱店 
金融商品仲介業務取扱店舗（平成２５年７月２４日現在１５３か店） 
 

５．取扱商品 
国際復興開発銀行（世界銀行）２０１８年８月２日満期  
期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクーポン円建債券 
 

６．商品概要 
商品名 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクーポン円建債券 
発行通貨 円 
発行者 国際復興開発銀行（世界銀行）  

発行者格付 Aaa（Moody’s）／AAA（S&P） 
申込単位 １００万円以上、１００万円単位 
発行日 平成２５年８月１日 

満期償還日 平成３０年８月２日（投資期間：最短約３か月、最長約５年） 
償還方法 【期限前償還】 

 期限前償還判定日における判定価格が期限前償還判定水準以上である場

合、直後の利払日に額面金額の１００％で償還される。 
【満期償還】 
 (１)ノックイン事由が発生しなかった場合 
   →額面の１００％で償還される。 
 (２)ノックイン事由が発生した場合 
  ・最終判定価格が当初価格以上の場合 



   →額面の１００％で償還される。 
  ・最終判定価格が当初価格未満の場合は下記の算式にて計算した金額

で償還される。 
   満期償還金額＝額面金額×（ 最終判定価格÷当初価格）  

   ※ただし、満期償還額が額面金額を上回ることはありません。 
利払日 年４回（初回利払日を平成２５年１１月２日として、以降毎年２月、５月、

８月、１１月の各２日および満期償還日） 
利率 【当初約３か月】（固定） 

 年率：２．５０％～４．００％（仮条件、税引前） 
【以降約４年９か月】（変動） 
・ハイクーポン：年率２．５０％～４．００％（仮条件、税引前） 
 判定価格≧利率判定水準の場合 
・ロークーポン：年率 １．００％（税引前） 
 判定価格＜利率判定水準の場合 
≪３０／３６０ベース≫ 

ノックイン事由 観測期間において、日経平均株価の終値が一度でもノックイン判定水準未

満となった場合 
観測期間 平成２５年８月５日から最終判定日まで（終値のみ観測） 
当初価格 平成２５年８月２日における日経平均株価の終値 
判定価格 各判定日における日経平均株価の終値 
判定日 各利払日の１０予定取引日前の日 

期限前償還判定日 各利払日の１０予定取引日前の日 
最終判定価格 最終判定日における日経平均株価の終値 
最終判定日 平成３０年７月１９日 

期限前償還判定水準 当初価格×１１０％ （小数点第３位四捨五入） 
利率判定水準 当初価格× ８５％ （小数点第３位四捨五入） 

ノックイン判定水準 当初価格× ６５％ （小数点第３位四捨五入） 
 
７．世界銀行とは 
世界銀行とは、１９４５年に設立された国際機関です。世界銀行は中所得国および信用力のある貧

困国に融資、保証および分析・助言サービスなどの非融資業務を提供し、持続可能な開発を促進する

ことで、これらの国の貧困を削減することを目指しています。 
また、資本市場からもっとも高い評価を受けている国際機関の一つで、世界各国の資本市場で債券

発行の実績があります。世界銀行の正式名称は国際復興開発銀行ですが、一般的には世銀、債券は世

銀債の名称で知られています。 
以上 

 
 

 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

● 金融商品仲介業務取扱商品についての注意事項 

・ 金融商品仲介業務の取扱商品は預金ではなく 、預金保険の対象ではあり ません。 ただし 、 証券取引口座でお取引きいただく

有価証券は、 委託金融商品取引業者にて分別保管さ れ、 投資者保護基金の対象と なり ま す。  

・ 金融商品仲介業務でおこ なう お取引きは、委託金融商品取引業者が執行するものであり 、当行が執行するものではあり ませ

ん。  

・ お客さ ま の属性および取引関係の情報は、業務遂行の目的以外には使用さ れないこ と を条件と し て、 お客さ まが口座開設さ

れる委託金融商品取引業者と 当行が共有するこ と になり ま す。  
・ 金融商品仲介業務の取扱商品においては、 株式・ 債券・ 商品など（ 外貨建てを含みます） の価格の変動を と もなう 金融商品

に投資するため、各市場の変動によ り 投資元本を割込むこ と があり ま す。 し たがっ て 、 元本が保証さ れている ものではあり

ま せん。 主なリ ス ク と し ては、 価格変動リ スク 、 為替変動リ ス ク 、 信用リ スク 、 流動性リ スク 等があり ま す。  
・ 金融商品仲介業務の取扱商品には、 最大１ ． ３ ６ ５ ％（ 消費税等を含みます） の株式売買委託手数料（ 最低手数料の設定が

あり ま す）、 最大１ 通貨単位あたり ２ 円の外国為替手数料、 ま た投資信託手数料と し て、 最大３ ． ６ ７ ５ ％（ 消費税等を含

みます） のお申込み手数料、 最大年率２ ． ５ ％程度（ 消費税等を含みます） の運用管理費用（ 信託報酬）、 基準価額の最大

１ ． ０ ％（ 消費税等を含みます） の信託財産留保額、 その他の費用（ 信託事務処理費用など ） がかかり ま す。  
● 本債券についての注意事項 

・ 本債券を購入する場合には、 購入手数料のみを お支払いいただきま す。  

・ 本債券の売買はク ーリ ン グ ・ オ フ の対象になり ま せん。  

・ 本債券への投資をお考えの際には、以下の主なリ ス ク 要因を ご検討く ださ い。以下のリ ス ク の説明は販売説明書の記載内容

の一部をわかり やすく 表現し たものです。 詳細は販売説明書にてご確認く ださ い。  

 元本リ スク ： 本債券の満期償還金額は、観測期間中に日経平均株価があら かじ め定めら れた水準（ ノ ッ ク イ ン判定水準） 未

満と なっ た場合、償還時の日経平均株価の水準によ っ ては、 投資元本を割込むこ と があり ま す。 そ の結果、損失が発生する

可能性があり ま す。  

価格下落リ ス ク ： 本債券の価格は、 日経平均株価の下落、 市場金利の上昇、 日経平均株価の予想変動率の上昇など によ り 、

購入価格を下回り 損失が生じ るおそれがあり ま す。  

信用リ ス ク ： 本債券の発行者または信用保証者等の経営・ 財務の状況の変化および信用状況の変化などによ り 投資元本を割

込むこ と があり ま す。  

流動性リ スク ： 本債券は、金利・ 株式デリ バテ ィ ブ等を内包し て組成さ れた仕組債であり 、国内において活発な流通市場は

確立さ れておら ず、 一般の債券に比し て流動性（ 換金性） が劣り ます。 本債券は、 ご購入直後でも評価・ 算定価格が購入価

格を大幅に下回る場合があり ま す。最終償還前に売却する場合は、多額の解約コ ス ト がかかる こ と が予想さ れ、実際の売却

価格が発行コ ス ト で計算さ れた評価・ 算定価格以下になり 、 投資元本を大幅に割込む場合があり ます。 また 、 中途売却時に

は低い流動性（ 換金性） によ り 売却価格の提示がすぐ にでき ない場合や、 売却ができなく なる おそ れがあり ます。  

し たがっ て、 本債券に投資し よ う と する投資家は、 最終償還日まで本債券を保有するこ と を前提にご検討く ださ い。  

利率低下リ ス ク ： 本債券は将来の利率が日経平均株価の水準によ っ て変動する条項が付さ れていま す。 し たがっ て 、日経平

均株価が下落し た場合には低い利率が適用さ れる リ スク があり ま す。  

制度変更リ ス ク ： 将来において、本債券について税制、会計ルール等の制度変更がおこ なわれ、取扱いが変更さ れる こ と が

あり ま す。  

期限前償還リ ス ク ： 本債券は、日経平均株価等があら かじ め定めら れた条件を満たし た場合、満期償還日より 前に期限前償

還さ れます。 期限前償還さ れた場合、 市場環境によ っ ては期待通り の運用成果を得ら れない可能性があり ま す。  

そ の他、本債券に影響を与える要因： 本債券の発行者および本債券の発行・ 組成にかかる業者がおこ なう 金融取引、 ヘッ ジ

取引が連動する原資産や債券価格の双方に影響を与える可能性があり ま す。  

 

                            商号 株式会社中国銀行 

               登録金融機関 中国財務局長（ 登金） 第 2号 

           （ 加入協会） 日本証券業協会、 一般社団法人金融先物取引業協会 

 

                   商号 中銀証券株式会社 

              金融商品取引業者 中国財務局長（ 金商） 第 6号 

                  （ 加入協会） 日本証券業協会 

 


